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おり，日本農業の動向とは異なる構造を形成している。さらに，農林水産省「有機農業を
めぐる事情」（平成 30 年 3 月）によると，有機農家の年齢構成は 60 歳未満が約半分を占め，
平均年齢 59.0 歳は農家全体の 66.1 歳と比べて若い。有機農業は若い世代から支持されて
おり，そのなかでも非農家出身の新規参入者（5）は象徴的な存在といえる。
　新規就農者（6）は 1990 年の 15,700 人が最も少なかったが，その後増加傾向にあり，農林
水産省「新規就農者調査」によると，ここ 10 年ほどは 5～6万人前後を推移している。
2016 年は 60,150 人であった。そのなかで新規参入者の推移を見ると，2007 年が 1,750 人，
2016 年が 3,440 人で顕著な伸びを示している。











































農家数は減少傾向にある。合併後の 2010 年と比較すると，総農家数は 341 戸減少している。
その内訳は，自給的農家が 14 戸増加する一方で，販売農家が 355 戸と大きく減少している。
販売農家のうち，専業農家は約 37.1％である。千葉県の約 30.6%，全国の 33.3％よりも若
干割合は大きいが，大半は第 2種兼業農家と自給的農家が占めている。
　基幹的農業従事者の平均年齢は 65.4 歳で，2010 年の 64.8 歳と比べると高齢化が進んで
いる。表 2を参照すると，60 歳以上が 72.9％，70 歳以上が 41.8％を占めている一方で，







山武市 1,801 669 383 749 608
千葉県 44,039 13,474 7,168 23,397 18,597
全国 1,329,591 442,805 164,790 721,996 825,491
資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」より筆者作成
注：販売農家とは，経営耕地面積が 30a 以上又は農産物販売金額が 50 万円以上の農家をいう。自給的農家とは，経営耕地面




15～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70～79 歳 80 歳以上 計
山武市 1 44 125 189 441 919 839 398 2,956
千葉県 30 977 2,520 3,990 8,152 20,909 19,353 9,168 65,099


















































　1988 年 11 月には，静岡県伊豆長岡で開かれた第 1回有機農業全国農協交流集会に S氏
のほか，園芸部の部長と副部長も出席し，翌 12 月に有機部会を設立した。設立時の部会








































　大地を守る会との取り引きは 1989 年 5 月から開始し，全量買い上げが実現した。当時



























の流通を切り開いてきたパイオニアである。2017 年 10 月に同じく食品の宅配サービスを手掛けるオイシッ
クスと経営を統合し，2018 年 2 月にはらでぃっしゅぼーやを子会社化した。現在の商号は，オイシックス・
ラ・大地株式会社である。
―222―








　以上のような理由から，2005 年 2 月に有機部会の直販組織としてさんぶ野菜ネットワー
クを設立し，農協から受発注業務だけを独立させて事務局員を雇用できる体制を整備した。
さんぶ野菜ネットワークは農協内に事務所を借り，受発注業務はさんぶ野菜ネットワーク，
農産物の集出荷は農協という二重体制が続いていたが，2011 年 11 月に新社屋と集出荷場，
冷蔵貯蔵施設を建設したことにより，農協から完全に独立した。
　さんぶ野菜ネットワークの現状を整理すると，2017 年時点で組合員が 61 名（正組合員：
46 名，準組合員：15 名），登録圃場は 87ha である。年間販売高は，約 4億 9,000 万円に
のぼる。
　主な生産品目は人参（5月～7月・10 月～12 月），大根（3月～6月・10 月～12 月），レ
タス類（3月～5月・10 月～1月），里芋（10 月～3月），落花生（11 月～2月），小松菜（年
中），ホウレンソウ（3月～7月・10 月～3月），水菜（年中），トマト類（5月～11 月），ピー
マン類（5月～10 月）で，年間 60 品目以上の野菜を周年出荷している。














ている。新規参入者の平均年齢は 40 歳ほどで，30 代半ばまでサラリーマン生活を経験し

















































用事業（15）（農林水産省）に 6～7万円をプラスし，ひと月あたり 15 万円ほどの給料を支払っ
ている。これは研修生が近くにアパートを借り，通いの研修になるため，最低限の生活が
保障できる金額である。














する実践研修を支援（助成金 120 万円，支援期間 2年間），②新法人設立支援タイプ：新規就業者に対する
新たな法人設立に向けた研修を支援（助成金 120 万円，支援期間 4年間（3年目以降 60 万円）），③次世代経
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